
令和３年４月１日以後開始連結事業年度等分 

個別帰属額届出用 

 

【№33】８欄は、租税条約（日台民間租税取決め

を含みます。）の限度税率を超えていませんか。 

【№34】12欄に、租税条約及び相手国法令の根拠規定を記載して

いますか。 

【№32】４欄は、当連結事業年度中の日付となっていますか。 

【№30】外国法人税に該当しない税（中国の増値税等）を記載してい

ませんか。 

【№31】益金不算入の対象となる外国子会社から受ける剰余金の配当

等の額に係る外国源泉税等を記載していませんか。 

【№31】法法第23条の２第２項第１号の規定の適用を受ける剰余金の

配当等の額（同条第３項の規定の適用を受けるものを含みます。）に係

る外国源泉税等について記載していませんか（別表六(四の二)を作成

していますか。）。 

【№２】当連結事業年度に適用さ

れる別表を使用していますか。 


